
No.3

項 目

目標年度
平成27年度
平成27年度
平成27年度

見込額
65,700

65,700

50,000

6,000

1,500

5,000

3,200

65,700
0.80
0.80
0.00
0.00

－
500

 １　事務事業の位置付け（Ｐｌａｎ）

政策

平成24年度
決算額

項目
平成25年度

予算額

42,179

企画政策部　新エネルギー対策課所管部課名
根拠法令等 薩摩川内市補助金等基本条例・薩摩川内市地球にやさしい環境整備事業補助金交付要綱

地球にやさしい環境整備事業

0.00

0.50
0.50

嘱託員
0.00 0.00

48,200
0.80

0.30 0.50

42,179

臨時職員等

職員

南　　忠　幸

20,708

59,200

48,200

48,200

補助金

42,179

1,500 1,500

5,000 5,000

59,200

45,000

4,5002,420 3,000

住宅用太陽光発電
設備設置補助金

0.00

20,708

0.50 0.30

18,009

466

59,200

3,200

0.80

特筆すべき事項等

① 平成２４年４月１日から、エコカー補助の対象にプラグインハイブリッド
　自動車を加えて補助の拡充を図った。
② 平成２５年４月１日から、補助の対象に家庭用燃料電池システム及び電気
　自動車等充電設備を加えて補助の拡充を図った。

電動アシスト自転
車購入補助金

家庭用燃料電池シ
ステム設置補助金

2,233 1,797

平成26年度
見込額

3,200

37,962 35,500

財
源
内
訳

担当者

要員配置状況 0.80

成果指標の推移

0.00

事務事業費

事業開始年度

0.00

誰もが安心して快適に暮らせるまち
づくり

次世代エネルギー推進費

0.80

施策

企画費総務費

■ ソフト事業　　　　□ 建設・整備事業　　　　□ 施設管理　　　　□ 内部管理

自然環境の保全及び公害対策小施策

環境対策の充実

活動実績・計画 － － － －
430

経
費
及
び
指
標
の
推
移

国・県支出金
その他
一般財源

316 370195

ＰＨＶ自動車及び電
気自動車購入補助金

電気自動車等充電
設備設置補助金

平成23年度
決算額

20,708

事項
款

会計

概要

　地球温暖化対策として、５種類（住宅用太陽光発電設備・プラグインハイブリッド自動車
及び電気自動車・電動アシスト自転車・家庭用燃料電池システム・電気自動車等充電設備）
の補助金を支出して、導入経費に係る市民等の負担を軽減し、環境保全意識の向上と地球に
やさしい環境の整備を図るもの

　２　事務事業の実施　（Ｄｏ）

事
業
の
内
容

総務管理費
一般会計

細事項次世代エネルギー推進費

平成25年度 評価表 ［単位：千円、人］

目標値

500件

　市民及び事業者

　補助金を支出する

　創エネ・蓄エネ・省エネ関連機器等の普及を推進するため、導入経費の一
部を補助することにより市民等の負担の軽減を図る。

対象（誰を、何を対象
とする事業か）

手段（市がどのような
活動をするか）

意図（どのような目的
で事業を行うか）

平成23年度

指標名

申請者数（補助金交付件数）
活動指標
成果指標

インターネット・広報紙等による啓発活動 －

事業の種類

一体化躍動プラン 地域力再生プロジェクト
重点施策 防災・生活安全対策及び環境対策の充実による安全なまちづくり

予算
科目
等
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事務事業の視点別評価

□ 休止　　　　　　　　　　□ 廃止

　□高い　　　　□低い

　４　事務事業の改革・改善の方向性　（Ａｃｔｉｏｎ）

■ 現状のまま継続

　国の動向や社会状勢、市民ニーズ等に合わせて、補助額や補助項目の見直しの検討を行っていき
たい。

有
　
効
　
性

成果の達成度 ■ 達成度はかなり高い　　□ 達成度はやや高い　　□ 達成度は低い

成果の向上余地 □ 余地がかなりある　■ 余地がある程度ある　□余地はほとんどない

（上記選択の理由）

　昨今の国の動向や社会状勢に鑑み、創蓄省エネ関連機器等に関する市民意識も高まり、申請者
（交付件数）も増加してきている。

　市民ニーズに対応していくため、市民への意識調査や情報収集を行いながら、補助内容の検討を
行う必要がある。

まとめ（補助金等評価を含む。）

　□高い　　　　□低い
妥当性　　⇒
効率性　　⇒
有効性　　⇒

□ 休止　　　□ 廃止

　□高い　　　　□低い
今後の改革の方向性

□ 現状のまま継続

□ 見直しの上で継続⇒今後の方向性 □拡大 □他の事業と統合 □手段の改善 □移管 □縮小

　３　事務事業の視点別評価 （Ｃｈｅｃｋ）

妥
　
当
　
性

効
　
率
　
性

対象・手段の妥当性 　■ 妥当である　　　□ 改善の余地はある　　　□ 妥当ではない

上記方向の理由
　国の経済政策方針の一つである「民間投資を喚起する成長戦略」の中でも「クリーン・経済的な
エネルギー需給の実現」が掲げられており、本市においても省エネや再エネ推進等のための設備投
資等の促進に取り組む必要があり、高価格が導入のネックとなっている創蓄省エネ関連機器等の導
入に係る経費の一部を補助することで、市民等への普及・啓発につなげていきたい。

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画

（上記選択の理由）

（上記選択の理由）

　別紙、補助金等評価結果から総合的に判断した。

（上記選択の理由）

　国の動向や社会状勢にも合致し、市民ニーズも高いことから、削減の余地はない。

（上記選択の理由）

　申請書の受付・審査及び支払事務等は、最低限の要員で実施しており、削減の余地はない。

事業費の削減余地

市が関与すべき妥当性 ■ 市が関与すべき　　　□ 民間でも可能　　　□ 民間で実施すべき

 □ 削減の余地がある　　　　　■ 削減の余地はない

　別紙、補助金等評価結果から総合的に判断した。

□ 見直しの上で継続⇒今後の方向性 □拡大 □他の事業と統合 □手段の改善 □移管 □縮小

今後の改革の方向性

要員配置の削減余地  □ 削減の余地がある　　　　　■ 削減の余地はない

外
部
評
価
（
二
次
）
結
果

　

（上記選択の理由）

内
部
評
価
（
一
次
）
結
果

- 2 -



NO.

千円 千円 千円

分類

割合（％）

３－１

所管部課名

補助経過年数

平成25年度

事務事業名 地球にやさしい環境整備事業

① 自ら居住する住宅に住宅用太陽光発電設備を設置、又は設置済の建売住宅を購入した者
② プラグインハイブリッド自動車又は電気自動車を自ら使用する目的で購入した者
③ 電動アシスト自転車を自ら使用する目的で購入した者
④ 自ら居住する住宅に家庭用燃料電池システムを設置、又は設置済の建売住宅を購入した者
⑤ 不特定多数の者が利用可能な駐車場等に電気自動車等充電設備を設置した法人又は個人事業者

地球にやさしい環境整備事業補助金 評価表

　当該機器等の設置又は購入に係る経費

　当該機器等の設置又は購入

成果指標①

一般財源 その他の内容

48,200

平成25年度
予算額

48,200 千円

国県支出金 その他

目標年度

平成27年度

目標値

500件

指標名

申請者数（補助金交付件数）

成果指標②

収
入

自己資金 0 0

補助金額又は
補助率

① 住宅用太陽光発電設備
　　太陽電池モジュール最大出力値に１kW当たり４万円を乗じた額（限度額１６万円）
② プラグインハイブリッド自動車又は電気自動車
　　国の補助額の３分の１の額（限度額３０万円）
③ 電動アシスト自転車
　  本体購入価格の３分の１に相当する額（限度額３万円）
④ 家庭用燃料電池システム
　　対象システム設置１件につき２０万円
⑤ 電気自動車等充電設備
　　対象設備１基につき充電器本体購入費及び設置工事費等に係る経費の３分の１に相当する額
　 （限度額：急速充電器５０万円、普通充電器１５万円）

補助金額又は補
助率の積算方法 国県補助額及び他自治体補助の状況等を勘案して設定

補
助
を
受
け
る
事
業
（
団
体
）
等
の

過
去
３
ヵ
年
の
決
算
状
況

項目
平成22年度 平成23年度 平成24年度

金額（円）
0

会費収入

割合（％） 金額（円） 割合（％） 金額（円）

寄付金・その他助成

事業収入

市補助金

計 0 0 0
（前年度繰越金）

人件費

支
出

事業費

その他事務費

（翌年度繰越金）

翌年度繰越金/市補助金

特
記
す
べ
き
事
項
等

① 平成２５年４月１日から、補助の対象に家庭用燃料電池システム及び電気自動車等充電設備を加えて
　補助の拡充を図った。
② 該当なし
③ 該当なし
④ 該当なし
⑤ ホームページ及び広報紙において市民等へ周知している。
⑥ 特になし
⑦ 特になし

成果指標の推移①
成果指標の推移②

－
－

195
－

316
－

－

担当者企画政策部　新エネルギー対策課 南　　忠　幸

根拠法令 薩摩川内市補助金等基本条例・薩摩川内市地球にやさしい環境整備事業補助金交付要綱

１年以上５年以下

補助対象者

補助対象経費

支出計/前年度支出計

□運営補助のみ ■事業補助のみ □運営補助と事業補助の両方 □その他
補助対象事業・
活動の内容

自己資金/前年度自己資金

計 0 0 0

交付件数 195 316
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〈補助金の視点別評価〉
主管
課

A

A

A

A

A

A

A

A

必
要
性

有
効
性

要件

公
益
性

①　特定の目標・成果の達成に向けて、一定の
団体等に一定の補助を行うことが直ちに必要で
あると認められる。

②　社会的弱者の救済、地域的ハンディの克服
等の観点から、当面、補助を通じた行政の支援
が必要であると認められる。

　達成しようとする目標・成果が市民ニーズに合
致しており、かつ、その目標・成果の達成に向け
て、適切な効果を生じている。（その目標・成果
を測るための適当な効果指標の設定がなされてい
る。）

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画

　国の動向や社会状勢、市民ニーズ等に合わせて、補助額や補助項目の見直しの検討を行っていきたい。

内
部
評
価
（
一
次
）
結
果

今後の改革の方向性
■ 現状のまま継続
□ 見直しの上で継続⇒今後の方向性　□拡大　□他の補助金と統合　□補助内容の改善　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 □移管　□縮小
□ 休止
□ 廃止

上記方向の理由

　国の経済政策方針の一つである「民間投資を喚起する成長戦略」の中でも「クリーン・経済的なエネ
ルギー需給の実現」が掲げられており、本市においても省エネや再エネ推進等のための設備投資等の促
進に取り組む必要があり、高価格が導入のネックとなっている創蓄省エネ関連機器等の導入に係る経費
の一部を補助することで、市民等への普及・啓発につなげていきたい。

〈補助金の見直し結果〉

　当該機器等の導入が促進されることで、市全
体の環境保全意識の向上及び市民への普及につ
ながる。

　当該機器等は高額であり、導入を促進するた
めには、補助は有効な手段である。

　補助の対象となる経費は、交付要綱に規定さ
れており、創蓄省エネ関連機器等の普及促進に
は補助が必要であり、妥当性を欠くものではな
い。

評価した内容についての説明

　市民ひとりひとりの活動が市全体の環境保全
意識の向上と地球にやさしい環境の整備につな
がり、地球温暖化防止に寄与している。

②　補助率又は補助額が、明確な根拠によって積
算されたものであり、かつ、社会経済情勢に照ら
し、著しく妥当性を欠く水準とはなっていない。
（交付要綱の補助基準）

③　補助を受ける団体等の活動状況等に照らし合
わせて、自助努力がみられないなど、明らかに半
永続的・固定的な補助にはならないと見込まれ
る。

④　当該補助事業以外にその団体が行う活動の状
況においても一定の公益性が認められる。

⑤　特定の目標・成果の達成に向けて、当該補助
金等の交付以外に適当な政策手段がないか、又は
当該補助金等の交付が最も妥当な政策手段である
と明確に認められる。

⑥　補助の対象となる経費が、明確に規定され、
その内容は補助目的に照らし、公費を充てるもの
として、著しく妥当性を欠くものとはなっていな
い。

A

項　　目

【主管課評価・・・Ａ=合致、Ｂ=概ね合致、Ｃ=課題あり】

適
格
性
及
び
妥
当
性

　同じ市民等が複数回の申請を行うことは想定
されないので、広く市民等に活用される制度と
なっている。

　創エネ・蓄エネ・省エネ関連機器等の導入に
ついては、高価格がネックになっているので、
導入に係る経費の一部を市が負担することで、
市民への普及・啓発につながる。

　国県補助額及び他自治体補助の状況等を勘案
しつつ、導入の誘因となるよう設定している。

①　補助の対象となる事業について、行政が直接
実施するよりも、行政以外の者が行う方が適当で
あると明確に認められる。

　補助の対象となる事業又は補助を受ける団体等
の活動が、直接又は間接に、不特定多数の市民の
福祉の向上及び利益の増進に寄与している。

　次のいずれかに該当するものである。

　創蓄省エネ関連機器等に対しては、市民意識
も高く、本事業実施により導入が促進される。

　当該機器等の導入は個人（市民・事業者）で
あるので、経費の一部を補助することで普及に
つながる。
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 地
球
に
や
さ
し
い
環

境
整
備

事
業
補

助
金

平
成
2
5
年

6
月

5
日

（
平

成
２

３
年

度
）

当
初

予
算

額
　

３
０

，
０

０
０

，
０

０
０

円
(
単

位
：

円
）

件
数

交
付

額
件

数
交
付

額
件

数
交

付
額

４
月

1
2
5
,0
0
0

0
0

0
0

2
5
,0
0
0

2
3

５
月

1
0

2
7
4
,0
0
0

0
0

0
0

2
7
4
,0
0
0

#
R
E
F
!

６
月

8
2
3
0
,0
0
0

0
0

0
0

2
3
0
,0
0
0

#
R
E
F
!

７
月

6
1
7
5
,0
0
0

2
3
0
7
,0
0
0

0
0

4
8
2
,0
0
0

#
R
E
F
!

８
月

7
2
0
6
,0
0
0

6
9
1
9
,0
0
0

0
0

1
,1
2
5
,0
0
0

#
R
E
F
!

９
月

9
2
6
4
,0
0
0

1
4

2
,0
8
2
,0
0
0

0
0

2
,3
4
6
,0
0
0

１
０
月

3
9
0
,0
0
0

2
0

3
,1
5
1
,0
0
0

0
0

3
,2
4
1
,0
0
0

平
均

#
R
E
F
!

１
１
月

7
2
1
0
,0
0
0

8
1
,2
6
1
,0
0
0

0
0

1
,4
7
1
,0
0
0

４
月

～
６
月

5
2
9
,0
0
0

１
２
月

7
2
0
0
,0
0
0

1
8

2
,7
8
5
,0
0
0

1
1
5
0
,0
0
0

3
,1
3
5
,0
0
0

７
月

～
９
月

3
,9
5
3
,0
0
0

１
月

8
2
3
4
,0
0
0

8
1
,2
4
7
,0
0
0

0
0

1
,4
8
1
,0
0
0

１
０
月

～
１
２
月

7
,8
4
7
,0
0
0

２
月

3
9
0
,0
0
0

1
8

2
,8
4
0
,0
0
0

0
0

2
,9
3
0
,0
0
0

１
月

～
３
月

8
,3
7
9
,0
0
0

合
計
件

数

３
月

8
2
3
5
,0
0
0

2
2

3
,4
1
7
,0
0
0

1
3
1
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薩摩川内市地球にやさしい環境整備事業補助金交付要綱 

 
平成２３年３月２８日 告示第１３８号  

改正 平成２４年３月２８日 告示第１７６号  
改正 平成２４年７月 ５日 告示第６０７号  
改正 平成２５年３月２９日 告示第１５１号  

（趣旨） 

第１条 この告示は、薩摩川内市補助金等基本条例（平成１８年薩摩川内市条例

第４０号。以下「条例」という。）第４条第１項の規定に基づき、及び条例を

実施するため、地球にやさしい環境整備事業補助金（以下「補助金」という。）

に関し必要な事項を定めるものとする。 

（交付の目的） 

第２条 市長は、本市の自然エネルギー利用を促進し、及び温室効果ガスの排出

量を低減させ、並びに市民の環境保全意識の向上と地球にやさしい環境の整備

を図り、もって地球温暖化防止に寄与することを目的に、予算の範囲内におい

て補助金を交付する。 

（補助金の交付対象設備等） 

第３条 補助の対象となる設備等（以下「補助対象設備等」という。）は、次に

掲げるものとする。 

  住宅用太陽光発電設備であって、経済産業省資源エネルギー庁において「住

宅用太陽光発電導入支援対策費補助金（以下「太陽光国補助金」という。）」

に係る補助事業者として採択された事業者（以下「太陽光国採択事業者」と

いう。）が実施する当該補助事業の対象となっているもの 

  経済産業省資源エネルギー庁において「クリーンエネルギー自動車等導入

促進対策費補助金（以下「エコカー国補助金」という。）」に係る補助事業

者として採択された事業者（以下「エコカー国採択事業者」という。）が実

施する当該購入補助事業の対象車両中、プラグインハイブリッド自動車又は

リチウムイオン電池によって駆動する電動機を原動機とする電気自動車（以

下「エコカー」という。）であって、道路運送車両法（昭和２６年法律第

１８５号）第６０条第１項の規定による自動車検査証の交付を受けた道路運

送車両法第２条第２項に規定する自動車に該当するもの（乗車定員が４人以

上である初年度登録した車両に限る。） 

  電動アシスト自転車であって、薩摩川内市内の店舗で購入された道路交通

法施行規則（昭和３５年総理府令第６０号）第１条の３に規定する自転車で、

財団法人日本交通管理技術協会が型式認定した駆動補助機付自転車用ＴＳマ

ークが貼付されたもの 

  家庭用燃料電池システムであって、経済産業省資源エネルギー庁において

「民生用燃料電池導入支援補助金」（以下「燃料電池国補助金」という。）に

係る補助事業者として採択された事業者（以下「燃料電池国採択事業者」と

いう。）が実施する当該補助事業の対象となっているもの 
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  電気自動車等充電設備であって、経済産業省資源エネルギー庁において 

「次世代自動車充電インフラ整備促進事業費補助金」（以下「充電設備国補助

金」という。）に係る補助事業者として採択された事業者（以下「充電設備国

採択事業者」という。）が実施する当該補助事業の対象となっているもの 

（補助金の交付対象者） 

第４条 住宅用太陽光発電設備の導入に係る補助金の交付対象者は、次に掲げる

要件を満たす者とする。 

  自ら居住（単身赴任のため一時的に居住しない場合であっても、配偶者又

は生計を一にする子若しくは父母（以下これらの者を「家族」という。）が

居住する場合を含む。以下同じ。）する住宅（店舗等との併用住宅を含む。

以下同じ。）に住宅用太陽光発電設備を導入していること。 

  太陽光国採択事業者が実施する補助事業に平成２３年４月１日以後に応募

し、太陽光国採択事業者から太陽光国補助金の交付の確定通知書（以下「太

陽光国補助金確定通知書」という。）を受理していること。 

  市内の施工業者により当該発電設備を導入していること。 

  補助金の交付申請の日までに、当該住宅において自ら居住を始め、住民基

本台帳法（昭和４２年法律第８１号）により記録されていること。ただし、

家族が当該住宅に居住している場合にあっては、家族が記録又は登録されて

いること。 

  市税等を滞納していないこと。 

２ エコカーの購入に係る補助金の交付対象者は、次に掲げる要件を満たす者と

する。 

  初年度登録をしたエコカーを自ら使用する目的で購入していること。 

  エコカー国採択事業者が実施する補助事業に平成２３年４月１日（プラグ

インハイブリッド自動車にあっては、平成２４年４月１日）以後に応募し、

エコカー国採択事業者からエコカー国補助金の交付の確定通知書（以下「エ

コカー国補助金確定通知書」という。）を受領していること。 

  エコカーを購入した日及び補助金の交付申請の日に、市内に住所を有し、

住民基本台帳法により記録されていること。 

  市税等を滞納していないこと。 

３ 電動アシスト自転車の購入に係る補助金の交付対象者は、次に掲げる要件を

満たす者とする。 

  電動アシスト自転車を自ら使用する目的で購入していること。 

  大型自動車免許、中型自動車免許又は普通自動車免許を有していること。 

  電動アシスト自転車を平成２３年４月１日以後に購入し、購入した日及び

補助金の交付申請の日に、市内に住所を有し、住民基本台帳法により記録さ

れていること。 

  市税等を滞納していないこと。 
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４ 家庭用燃料電池システムの導入に係る補助金の交付対象者は、次に掲げる要

件を満たす者とする。 

  自ら居住する住宅に家庭用燃料電池システムを導入していること。 

  燃料電池国採択事業者が実施する補助事業に平成２５年４月１日以後に応

募し、燃料電池国採択事業者から燃料電池国補助金の交付の確定通知書（以

下「燃料電池国補助金確定通知書」という。）を受理していること。 

  市内の施工業者により当該燃料電池システムを導入していること。 

  補助金の交付申請の日までに、当該住宅において自ら居住を始め、住民基

本台帳法により記録されていること。ただし、家族が当該住宅に居住してい

る場合にあっては、家族が記録又は登録されていること。 

  市税等を滞納していないこと。 

５ 電気自動車等充電設備の導入に係る補助金の交付対象者は、次に掲げる要件

を満たす者とする。 

  市内に事業所を有する法人又は個人事業者で、本市において不特定多数の

者が利用可能な駐車場等に電気自動車等充電設備を導入していること。 

  充電設備国採択事業者が実施する補助事業に平成２５年４月１日以後に応

募し、充電設備国採択事業者から充電設備国補助金の交付の確定通知書（以

下「充電設備国補助金確定通知書」という。）を受理していること。 

  市内の施工業者により当該充電設備を導入していること。 

  設置場所等に関する情報を広く一般に公表するため、案内標識の設置等の

対策を講じていること。 

  市税等を滞納していないこと。 

（補助金の額等） 

第５条 補助金の額は、次の各号に掲げる補助対象設備等の区分に応じ、当該各

号に定めるところによる。 

  住宅用太陽光発電設備 太陽電池モジュールの最大出力値（単位はキロワ

ットとし、小数点以下第３位を四捨五入して得られた値）に１キロワット当

たり４万円を乗じて得た額（１,０００円未満の端数が生じた場合は、これを

切り捨てた額）とし、限度額を１６万円とする。 

  エコカー エコカー１台につきエコカー国補助金の３分の１の額（１,０００

円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた額）とし、限度額を３０万

円とする。 

  電動アシスト自転車 電動アシスト自転車１台につき本体購入価格（消費

税及び地方消費税を含み、別途に購入する部品等、本体以外のものに係る経

費を除く。）の３分の１に相当する額（１,０００円未満の端数が生じた場合

は、これを切り捨てた額）とし、限度額を３万円とする。 

  家庭用燃料電池システム 対象システム設置１件につき２０万円とする。 

  電気自動車等充電設備 対象設備１基につき充電器本体購入費及び設置工

事費等に係る経費（消費税及び地方消費税を含む。）の３分の１に相当する額

（１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた額）とし、限

度額を急速充電器は５０万円、普通充電器は１５万円とする。 
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２ エコカー又は電動アシスト自転車の購入に係る補助金については、補助金交

付対象者１人につきエコカー又は電動アシスト自転車１台限りとする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 住宅用太陽光発電設備の導入に係る補助金の交付を受けようとする者は、

太陽光国採択事業者から太陽光国補助金確定通知書を受領した日から起算して

６０日以内に、地球にやさしい環境整備事業補助金交付申請書（様式第１号。

以下「申請書」という。）に、次に掲げる書類を添付して市長に提出しなけれ

ばならない。 

  設置経費の内訳が明記されている工事請負契約書の写し（建売住宅を購入

した場合は、当該建売住宅の売買契約書） 

  太陽電池モジュールの設置状況が分かる写真（カラーで、太陽光国採択事

業者に提出した写真と同じもの） 

  太陽光国採択事業者に提出した補助金交付申請書（兼完了報告書）の写し

及び太陽光国補助金確定通知書の写し 

  電力会社との電力受給契約書の写し 

  住宅用太陽光発電設備設置費に係る領収書の写し（太陽光国採択事業者に

提出した写しと同じもの） 

  市税等の完納証明書 

  第８条に定める調査等の実施に係る承諾書（様式第２号。以下「承諾書」

という。） 

  前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ エコカーの購入に係る補助金の交付を受けようとする者は、エコカー国採択

事業者からエコカー国補助金確定通知書を受領した日から起算して６０日以内

に、申請書に次に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

  エコカー国採択事業者に提出した補助金交付申請書類一式の写し及びエコ

カー国補助金確定通知書の写し 

  購入車両の写真（全体写真及び自動車登録番号又は車両番号が分かるもの） 

  市税等の完納証明書 

  承諾書 

  前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

３ 電動アシスト自転車の購入に係る補助金の交付を受けようとする者は、電動

アシスト自転車を購入した日から起算して６０日以内に、申請書に次に掲げる

書類を添付して市長に提出しなければならない。 

  電動アシスト自転車購入に係る領収書（購入日、申請者氏名、品名及び販

売店名が記載されたもので、車両本体価格が記載されているもの）又はこれ

に代わる書類の写し 

  品質保証書（購入日、販売店名及び車体番号が記載されているもの）の写し 

  購入した電動アシスト自転車のTSマーク番号が分かるもの 

  自動車の運転免許証の写し 

  市税等の完納証明書 

  承諾書 

  前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 
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４ 家庭用燃料電池システムの導入に係る補助金の交付を受けようとする者は、

燃料電池国採択事業者から燃料電池国補助金確定通知書を受領した日から起算

して６０日以内に、申請書に次に掲げる書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。 

  設置経費の内訳が明記されている工事請負契約書の写し（建売住宅を購入

した場合は、当該建売住宅の売買契約書） 

  燃料電池システムの設置状況が分かる写真（カラーで、燃料電池国採択事

業者に提出した写真と同じもの） 

  燃料電池国採択事業者に提出した補助金交付申請書（兼完了報告書）の写

し及び燃料電池国補助金確定通知書の写し 

  燃料電池システム設置費に係る領収書の写し（燃料電池国採択事業者に提

出した写しと同じもの） 

  市税等の完納証明書 

  承諾書 

  前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

５ 電気自動車等充電設備の導入に係る補助金の交付を受けようとする者は、充

電設備国採択事業者から充電設備国補助金確定通知書を受領した日から起算し

て６０日以内に、申請書に次に掲げる書類を添付して市長に提出しなければな

らない。 

  設置経費の内訳が明記されている工事請負契約書の写し 

  充電設備の設置状況が分かる写真（カラーで、充電設備国採択事業者に提

出した写真と同じもの） 

  充電設備国採択事業者に提出した補助金交付申請書（兼完了報告書）の写

し及び充電設備国補助金確定通知書の写し 

  充電設備設置費に係る領収書の写し（充電設備国採択事業者に提出した写

しと同じもの） 

  市税等の完納証明書 

  承諾書 

  前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（補助金の交付の決定の通知） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があった場合は、速やかにその内容を審

査し、必要に応じて調査を行い、補助金を交付することが適当であると認めた

ときは、補助金の交付を決定し、地球にやさしい環境整備事業補助金交付決定

通知書（様式第３号）により、当該申請をした者（以下「申請者」という。）

に通知するものとする。 

（調査等） 

第８条 市長は、必要があると認めるときは、申請者に対し、必要な報告を求め、

又は関係職員をしてその内容を調査させることができる。 
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（補助金の交付の請求） 

第９条 第７条の通知を受けた申請者は、市長の指示するところにより、当該補

助金の交付を請求することができる。 

（補助金被交付者の注意義務等） 

第１０条 前条の規定により補助金の交付を受けた者（以下「補助金被交付者」

という。）は、善良なる管理者の注意をもって補助対象設備等を管理するとと

もに、補助金交付の目的に従ってその適正な運用を図らなければならない。 

（処分の制限） 

第１１条 補助金被交付者は、補助対象設備等の導入又は購入の日から起算して、

減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定

める耐用年数を経過する日までの間において、補助対象設備等を処分しようと

するときは、あらかじめ財産処分承認申請書（様式第４号）を市長に提出し、

その承認を受けなければならない。ただし、次項の規定により市長に届け出た

場合はこの限りでない。 

２ 補助金被交付者は、天災その他自己の責めに帰することのできない事由によ

り、補助対象設備等が破損し、又は滅失した場合は、速やかにその旨を市長に

届け出なければならない。 

（補助金の交付の決定の取消し又は返還） 

第１２条 市長は、補助金の交付対象者が次の各号のいずれかに該当する行為を

したと認めるときは、当該補助金の交付の決定を取り消し、又は既に交付した

補助金の全部又は一部の返還を求めることができる。 

  偽りその他不正の手段により補助金の交付の決定又は交付を受けたとき。 

  前条第１項に定める期間内に市長の承認を得ることなく補助対象設備等を

処分したとき。 

  前２号に掲げるほかこの告示の規定に違反する行為をしたと認められる

とき。  

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消すときは、地球にや

さしい環境整備事業補助金交付取消決定通知書（様式第５号）により、当該補

助金の交付対象者に通知するものとする。 

（協力） 

第１３条 市長は、補助金被交付者に対し、次に掲げる事項について協力を求め

ることができる。 

  補助対象設備等の使用状況に係る資料の提供 

  前号に掲げるもののほか、市長が協力依頼する資料等の提供 

２ 補助金被交付者は、前項の規定による協力依頼に応じるよう努めなければな

らない。 

（成果） 

第１４条 この補助金の交付を通じて得ようとする成果は、地球温暖化対策の促

進とする。 
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（見直しの期間） 

第１５条 条例第４条第１項の市長が定める期間は、３年とする。 

（効果の測定） 

第１６条 条例第４条第２項第１号の効果は、補助対象設備等設置数及び購入数

を指標に用いて測定するものとする。 

（その他） 

第１７条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年３月２８日告示第１７６号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後の薩摩川内市地球にやさしい環境整備事業補助金交付

要綱の規定は、この告示の施行の日以後に補助金の交付を申請する者について

適用し、同日前に交付を申請した者については、なお従前の例による。 

附 則（平成２４年７月５日告示第６０７号） 

この告示は、平成２４年７月９日から施行する。 

附 則（平成２５年３月２９日告示第１５１号） 

この告示は、平成２５年４月１日から施行する。 
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